様式２

誓　約　書
令和　　年　　月　　日
新宿区 文化観光産業部長　宛て
所　 在　 地
名　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　女性デジタル人材育成支援事業業務委託の企画提案の応募に際し、下記の要件に該当していることを誓約します。
記
（１）都内に本社、支社、営業所等を有する法人であって、本事業を的確に遂行できる能力を有し、適正な経理執行体制を有すること。
（２）業務責任者が女性求職者の雇用情勢や就職活動、女性デジタル人材の育成等に関する知識及び技術を有すること。
（３）令和５年度以降、業務責任者による類似業務の実績があること。
（４）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する欠格事項に該当しないこと。
（５）東京電子自治体共同運営電子調達サービスにおいて、新宿区の物品買入れ等競争入札参加資格を取得していること。
（６）従業員等に社会保険加入資格がある場合は、加入させていること。
（７）金融機関の取引が停止されている等、経営不振の状況にないこと。
（８）会社更生法（平成14年法律第154号）の適応を申請した者にあっては、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていること。
（９）民事再生法（平成11年法律第225号）の適用を申請した者にあっては、同法に基づき裁判所からの再生手続開始決定がなされていること。
（10）新宿区競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱（平成13年10月1日13新総財第550号）に基づく指名停止を受けていないこと。
（11）新宿区契約における暴力団等排除措置要綱（平成24年2月3日23新総契契第2218号）別表の左欄に掲げる措置要件に該当していないこと。
（12）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。
（13）この企画提案の公募開始の日から過去6ヶ月以内に、労働関係法令により行政処分を受けていないこと。
（14）職業安定法（昭和22年法律第141号）第30条に基づく有料職業紹介事業の許可または同法第33条に基づく無料職業紹介事業の許可を受けていること。
　なお、当該宣誓に違反があった場合には、応募者として失格となることに同意します。
